
世界のエコラベルにおける現地監査等の状況 
 

内 容 
ドイツ 

ブルーエンジェル 

北欧 

ノルディックスワン 

インドネシア 台湾 ニュージーランド 韓国 中国 

運営機関 Federal Environmental 
Agency (FEA) 
認証事務はドイツ品質・

保証・ラベル協会(RAL)
が行う。 

Nordic Ecolabelling 
Board 
 

Ministry of Environment 
認証事務は、各製品に係る検査

研究機関が行う。 
例）紙製品については工業省紙

パルプ研究所（ Center for 
Pulp and Paper）が行う。 

Environment and 
Development Foundation 
(EDF) 

The New Zealand 
Ecolabelling Trust 

Korea Eco-Products 
Institute (KOECO) 

China Environmental 
United Certification 
Center (CEC) 

審査認証方

式 
 

・書類審査方式 
・立ち入り検査や商品検

査は行わない。 

書類審査及び現地監査 書類審査及び現地監査 書類審査及び現地監査 書類審査及び現地監査 書類審査及び現地監査 書類審査及び現地監査 

現地監査の

位置づけ 
現地監査や商品検査は行

わない。 
現地監査は、審査時の一

過程であると同時に、認

定商品を有する企業と

の重要なコミュニケー

ション手段であると考

えているため、認定後も

認定基準の改善などの

ために訪問をしている。

（スウェーデン担当者

談） 

監査は企業に対して申込時と

認定後、定期的に実施。 
認定機関がそれぞれ専門で複

数あるので認定商品数が増え

ても対応可能。 

申込時全企業に監査を実施。 
すべての商品が対象だが、問題

が予見できた場合、その年はそ

の商品類型に集中する。 

全企業に対して、申込時と認定

後に実施。 
申込時全企業に実施。認定後

は下記のとおり、3 ランクに

分けて実施。 

申込時全企業実施。認定後は

少なくとも毎年 1 回調査を

行う。 

実施方法 該当なし プロダクトカテゴリ別

に担当者が決められて

おり、必要な監査は該当

カテゴリの担当者が行

う。 

認定機関が監査を行う。認定機

関認証の要件として「監査を行

う能力を有する」ことが含まれ

ている。 
 

資格を持ったEDFからの監査

人が行う。１件半日程度の監査

が一般。 

監査人材：Trust とは独立した

監査人に依頼、環境科学に長け

た人材が多い。監査人は定期的

に研修と評価を行っている。 

1 企業に対して、1 名が 1 日

かけて行う（移動時間を除

く）。製造会社を訪問する際、

必要に応じて、責任者をイン

タビューし、関連書類をチェ

ックし、製造工程を見る。 
KOECO 職員（内部というか

自前監査人）による場合と、

契約した専門家（外部監査

人）による場合がある。

KOECO の認証チームの職

員が申込の審査、調査チーム

の職員が認定後の調査を担

当。これに加えて、外部のフ

リーランスの監査人と契約

して審査の準備や認定後の

調査を依頼。 

現地監査は認定された監査

人が行う。人数は会社の規模

や製品の技術的な複雑さの

度合などによって異なるが、

新規の申込に対しては 2 名

の監査人が 3 日かけて行う。

認定後の年次監査には 2 名

が最低でも 1 日かけて行う。
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チェックポ

イント 
同上 申請時に申請者、製造業

者に対する立ち入り監

査を行う。 

・書類の原本チェック 
・製造工程については、基準項

目にあがっている内容（例：水

の使用量の要求事項）のみチェ

ックする。 
 

・リサイクル配合率確認は分析

や他の検証方法がないので、書

類や記録のチェックによるほ

かない。製造工程、仕入れの記

録（請求書、領収書、出荷報告

書、など）、生産の記録（新規

申込については過去 1 年分、

更新については過去 6 か月分）

から算出して、申込時の配合率

と合っているか現場で照合す

る。 
原料製造が認定企業ではなく

別の国内企業の場合、工場監査

に行く。輸入の場合、税関発行

の「輸入品許可書」をチェック

する。 
 

監査マニュアルと、類型によっ

てチェックリストがあり項目

が具体的に示されている。 

監査現場では同時に他の基

準項目との合致を確かめる。

確認事項は商品類型によっ

て異なる。例えば、紙の基準

は古紙含有率が10-60％であ

ること、蛍光増白剤を使わな

いこと、塩素漂白をしないこ

とや張力の品質などが基準

項目になっている。シールを

貼ったサンプルでは品質基

準を満たしているかを調べ

る。テスト結果報告書なしで

リサイクル配合率が申込者

から申告された場合には、監

査にて使用した原料の記録

を調べることにしている。監

査では施設のライセンスや

他の証明書をもとに国の環

境法規を遵守しているかも

確かめる。現地監査は現場責

任者のインタビュー、質疑応

答を交えて行っている。 
現地監査やテスト機関から

の結果をふくめた書類チェ

ックの後、監査人は審査委員

会用に審査報告書を作成す

る。 

現地監査内容の一覧表があ

り、項目が示されている。 

サンプル分

析 
同上 認定後、ランダムサンプ

リングを行うことがあ

る。この場合、販売され

ている商品を独立した

研究所で分析すること

もある。 

認定後、販売されている商品サ

ンプルをランダムチェックす

る。 
認定機関ではテスト対応も可

能なので、いかにも怪しいと思

われる場合は商品テストも行

う 

生産現場で抜取り調査を行う。 認定後は認定審査時に作成し

た License Supervision Plan
に従って実施するため、サンプ

ル分析の有無は Plan 毎の様

子。 

生産現場での商品サンプリ

ングを行っている。申込書が

提出された後、製造者に監査

人が出向き、ランダムサンプ

リングをする。選んだサンプ

ルには（すり替え防止のため

に）シールを貼って特定のテ

スト機関に送る。テスト機関

は国の認証を受けた組織。 
 

認定時には商品のランダム

サンプリング、管理システム

のチェックなどを行う。 
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認証後の現

地監査 
同上 該当するプロダクトカ

テゴリの担当組織が、定

期的に予告なしで監査

を実施。 

認定後については年に 1 回監

査をする。EMS 取得企業は 6
ヶ月に 1 度、その中で監査を

受けることになっているため、

それに準ずる。 
 

認定後は商品の 20%以上に対

してランダムに行っている。契

約は 2 年毎なので、2 年に 1 度

は必ず監査を行うようにして

いる。 

認定前の審査の一環で監査を、

認定後は認定審査時に作成し

た License Supervision Plan
に従って実施する。 
頻度や内容は Plan 毎の様子。

認定後は予算と時間の制約

ですべての認定に対して監

査は困難なので、認定商品を

「普通」、「リスクがある」、

「リスクが高い」の 3 ランク

に分けている。IT や OA、AV
機器のようにシステマチッ

クな工程で製造されている

商品は「普通」、再生トナー

カートリッジや再生プラス

チック製品、家具、塗料、石

けん、紙など工程管理のない

商品や原料や材料を簡単に

変更できる商品は「リスクが

ある」、「リスクが高い」に分

類される。 
「リスクがある」「リスクが

高い」については契約有効期

限の 2 年に一度現地監査を

行うこととしている。リスク

のある商品について、製造現

場か販売現場からのサンプ

ルをテストをしている。 

認定後については年に 1 回

監査をする。 

監査コスト

等 
同上 監査費用は、デンマー

ク、スウェーデン、ノル

ウェー、フィンランドそ

れぞれ金額は異なるが、

申請時の審査料に含ま

れる。 
当該国の製造事業所に

赴いての現地監査を行

う。海外の場合は効率を

考慮して複数社の監査

の予定を同時期に入れ

る。 
 

認定機関毎に課金方法は異な

っている。詳しくは認定機関に

よる。 
海外への監査については、「費

用は企業負担」を条件に国内の

認定企業と同じ対応になると

思う。 

グリーンマークは環境省から

の予算で運営されているので、

その予算から行っている。（審

査料はEDFの収入ではなく環

境省。マーク使用料は無料）。

昨年は監査 1 回あたり 200US
ドル（書類審査と現地監査分）。

海外企業についても、国内企業

と同じ対応（2 年に 1 度を含め

て）。 

監査費用として、実費＋事務手

数料 5～10％を賦課 
申込時の監査費用は審査料

に含まれている。実費計算の

方式は定められており、政府

旅費規程を参照している。認

定後の調査費用は使用料か

らまかなっている。 
海外旅費についても同様で

ある。 

監査料は審査料、使用料など

とは別に定められている。旅

費は企業側が負担する。 
 基本的に海外の企業につ

いても同様の方法が適用さ

れるが、海外の現地監査が難

しい場合は商品サンプルを

取り寄せてテストする。 

 
 
 


